特別財産の事務手続き

Ⅰ　教団特別財産制度の趣旨と留意点

　教団の特別財産に関する規定は、教団教規第１４８条第３項に「特別財産は教会の団体のために用途指定して寄附せられた財産とする。」とあり、また、同法第１５１条には「特別財産は、寄付者の指定にかかわる教会その他の団体に無償で使用させ、また譲渡することができる。」とあります。

　これと同様な規定が宗教法人教団規則の中にもあります。（第３６条第３項及び第３９条）

　教団特別財産の規則上準拠規定は、上記によります。

　宗教法人格を持っていない教会または伝道所（以下「非法人教会」と略します。）が土地を取得したり教会堂や牧師館を建築したりしようとする場合に、法人格を持っていないために、教会、伝道所の名義で物件の所有権者（登記）となれません。そこでやむを得ず主任担任教師が個人の名義で登記をしたりする例が生じます。

　非法人教会の所有となるべき財産を、個人名義で所有した場合には、将来に問題を残します。問題というのは、①教会が信徒の献金や有志の寄附によって、教会の財産として取得すべき物件が、私有財産化されるおそれがあること。②教会の基本財産として宗教の用に供している物件であるのに個人名義になっているために課税対象になってしまうこと。③教会が宗教法人化したときに、基本財産として当該物件を個人から宗教法人に寄附し、所有権を移転することになりますが、その際に個人に対して譲渡所得税の問題が発生することなどです。このため安易に個人名義で所有することは避けるべきです。

　以上の問題を解決するためのひとつの方法として、宗教法人である教団が、教団の特別財産として、それぞれの非法人教会の伝道のために、その物件を所有するというのが特別財産制度の趣旨です。

　非法人教会が、土地を購入をしたり、建物を建築したりしようとするときに、教団の特別財産として取り扱うことを決めたときは、その計画の段階で教団事務局担当者と相談するようにしてください。あらかじめ、教団に資料を示して取り扱いの内諾を得てください。

　非法人教会が特別財産として申請する場合に次の条件を了解の上取り扱ってください。

（１）当該物件は、非法人教会が宗教法人格を取得した時に、無償で譲渡する。（返還）

（２）当該物件を取得するための費用、諸経費、税金等一切の負担は、非法人教会が負うものとする。また、取得に要する手続きの上の一切の責任を負うものとする。

（３）当該物件の管理、運営の一切の責任は、非法人教会が負うものとする。

　教団特別財産の取り扱いは、教会と教団との関係では上記によって実行されますが、対外的あるいは法的には教団が自ら計画し実行して、物件の所有は教団の名義で取得するということになります。言い換えれば、教団が直接その地域の伝道のために教会堂または牧師館を建設するもので、非法人教会が法人格を持っていないためにかわって教団取得するという説明にはなりません。そのことから、物件を取得する経過において、形式上教団の名義で必要な費用は支払われ、従って費用授受の領収書の宛名も教団名義となります。また建築の初めから教団名義ですべて行われ、建築確認申請書から、工事請負契約書、登記申請など、教団名義となります。

　これらの点は、手続きの後の段階で関係する税法上の問題からも承知しておく必要があります。

　以上は教団特別財産の取り扱いの基本的な趣旨として理解しておいてください。

Ⅱ　特別財産設定の申請手続き

　非法人教会は、教会の土地または教会堂等を取得しようとするときは、教団の特別財産として取り扱う方針をきめ、次の手続きをしてください。

１、教会総会の開催及び議決

　　非法人教会は、教会総会を開催し、次の議案について議決します。

（１）土地の購入または教会堂等の建築に関する件

　　　土地の購入または教会堂、牧師館等を建築しようとするときは、その物件の明細、取得価格、建築費用、資金計画（献金、寄付金、借入等）及び購入先、請負業者等を明示して議決する。

（２）（１）の物件を教団名義で取得する件

　　　当教会が将来宗教法人格を取得したときは、教団から無償で譲渡を受けることを条件とする。

（３）教団に特別財産登記申請の代表者として○○○○○（主任担任教師）の権限を付与すること

２、教会総会議事録及び同写の作成

上記１、の総会の議事、議事経過及び議決について、議事録（原簿）を作成します。この議事録原簿から「教会総会議事録写」（別紙例１）を作成します。議事録写しには、この議事録の真正であることを証するため議長及び書記が記名捺印し、原本証明を代表者（主任担任教師）が記名捺印します。

３、寄附証書の作成

　　内部的に教団と教会との間に取り交わす寄附証書（別紙例２）を作成します。寄附証書には、主任担任教師及び信徒代表２、３名が署名捺印します。

４、「教団特別財産申請書」の作成

　　非法人教会は、「教団特別財産登記申請書」（別紙例３）を作成し、次の書類を添付して、教区に提出します。教区は、総会議長の承認を経て教団に提出します。

≪提出書類≫

（１）「教団特別財産登記申請書」　　３部提出

（２）添付書類

　①　教会総会議事録

　②　寄附証書

　③　土地取得の場合は

　　１　土地売買契約書写等

　　２　土地登記簿謄本（現所有者のもの）

　　３　土地公図写及び測量図、案内図、建物配置図

4 建物新築の場合は

　　１　工事請負契約書写

　　２　建築確認通知書写

　　３　案内図、建物配置図、平面図、立面図

　　４　土地登記簿謄本

　⑤　建物買取りの場合は

　　１　不動産売買契約書写

　　２　建物登記簿謄本（現所有者のもの）

　　３　建物案内図、配置図、平面図、立面図

　⑥　土地、建物ともに購入する場合は

　　③、④、⑤を併用する。

　⑦　借地の場合は

　　土地を借地とする場合は、土地賃貸借（または使用貸借）、契約書写

　　この場合は、借地人は教団となる。

8 建物が未登記の場合

　　建物が未登記の場合は、教団を所有者とする建物の表示登記をする。この登記をする場合には、建物が教団の所有であることの市町村長の証明書（建物確認済書）または固定資産税証明書もしくは業者の請け負う証明書等が必要になる。

9 資金計画書

資金計画について説明する。取得価格に見合う、積立金、献金、借入金等貸借があるように計画案を作成する。

５、教団の承認

　非法人教会が「教団特別財産登記申請書」（以下申請書と略します）を教区に提出しますと、教区総会議長の承認を経て、教団に回送されます。

　教団事務局では、所定の内部手続きを経て、承認を決定すると、教団総会議長の承認書を非法人教会に送付します。

◎　教団承認後は、特別財産取得のための具体的な手続きを開始します。

Ⅲ　教団特別財産としての手続き注意事項

　非法人教会は、申請書によって教団の送附を受けたときは、直ちに取得のための手続きを開始します。

　取得方法には、不動産売買によるか、建物新築によるか等ですが、いずれの場合でも事前に契約書の原案を教団担当者に示して協議してください。売買の場合の買受人、工事請負契約書の場合の発注者、建築確認申請などすべて教団名義で行います。

１、不動産売買契約書作成と関連する手続き

　不動産売買を締結するときは、教団に「調印依頼書」を添付して送付するか、直接持参して、契約書に買い受け人教団名、代表役員印を持って調印を行います。

　売買契約を締結するときは、すでに売買物件については調査を行っているはずですが、売買を決定する前には、土地または建物の登記簿謄本を取って所有権者及び権利の登記の有無を調べておくことは大切です。

これによって

①取引の相手が正当な所有者であるか。

②抵当権等の権利の登記有無の確認を行い、設定がある場合は抹消登記を確認してから契約代金を支払うなど、業者任せにしないで、間違いのないようにしてください。

　契約書の記載内容の物件の表示は登記簿謄本を基にして記載します。また売買代金の支払方法は、契約字に契約金を支払い、支払い完了字には、移転登記に必要な関係書類（権利書、委任状、発行後３月以内の印鑑証明書、法人の場合は登記簿謄本または正本）と引き換えに支払うように注意します。信用ある司法書士を立ち合わせることも考慮すべきです。

　所有権の移転当為は、即日行います。移転登記完了後は必ず登記簿謄本を取って、登記の内容を確認します。その登記簿謄本の一部を教団に提出してください。

　移転登記の際の登録免許税（１０００分の５）は非課税にするために、移転登記手続きをする前に所轄庁に「境内地、境内建物証明願い」（または「証明願い」）を提出し、証明書の交付を受ける手続きを行います。この「証明書」を登記の際に添付して申請することにより非課税になります。所轄庁の現地調査など日取りを調整して、登記に間に合うように事前の手続きが必要になります。

　「証明願」の申請手続きについては、後述します。

２、建物新築の場合の手続き

　教会堂または牧師館を新築しようとするときは、工事請負契約は、建築主（発注者）は教団名義とし、教団代表役員印をもって行います。名義を間違えて非法人教会名にしたときは、早急に変更の手続きをするか、契約しなおしてください。また建築に関連する「建築確認申請」等の諸手続き（通常建築業者が行います。）も一切教団名義で行ってください。

　工事請負契約の際には、必要に応じて、教団において担当者立会いの上行うこともできます。

　建物が完成したときは、直ちに建物表示登記（所有権者は教団名義）を行います。表示登記完了後は、その登記簿謄本を２部とって教団に送付します。教団では登録免許税を非課税にするために、教団名義を持って「境内地、境内建物証明願」を所轄庁に申請します。

　所轄庁から「証明願」の交付があったときは、非法人教会は建物の所有権保存登記の手続きをとってください。

　所有権保存登記が完了しましたら、その登記簿謄本を取って登記内容を確認し、一部を教団に提出します。

３、購入する土地が農地の場合の注意

　購入する土地の地目が農地（田、畑）の場合は、その土地が宅地に転用可能な土地かどうか調査します。特に買い取る予定地の周囲が農地であったり、市街化長生区域であったりする場合は、業者や所有者の話だけでなく、所有者に農地転用の許可をとってもらい、地目変更をさせてから買い取るようにします。「農地法第５条の規定による許可申請書」の譲受人は「日本基督教団」の名義とします。購入土地が市街化調整区域内にあるときは開発許可申請書（教団名義）を所轄知事に提出し、許可を受けなければ建物を建てることができません。これに該当する土地については、事前に教団と協議してください。申請書は、整備して教団代表役員の調印依頼書（様式は自由）を添えて教団に提出してください。

４、未登記の建物を購入等により取得する場合の注意

　土地、建物については、必ず所有権の登記を行っておくべきです。土地等の売買では移転登記は注意深く行いますが、建物の新築の場合などでは所有権の保存登記をしないまま放置している例がときにあります。長い間未登記のまま放置しておくことは思わしくありません。新築した時点で必ず特別財産として申請し、教団名義で保存登記しておけば、このような問題は起きないはずです。

　未登記の建物を特別財産とするためには、所有権者「日本基督教団」名義で、まず表示登記をしていただきます。これによって物件の表示が確定しますから、祖の表示で「教団特別財産登記申請書」を作成します。以後の手続きは前述のとおりです。

　未登記の場合の建物を表示登記申請する際に必要な書類としては、一般に次のものを準備する必要があります。（参考）

（１）建築確認済証明書（市町村長発行）

（２）固定資産税証明書または業者の請負証明書（契約、完成、引渡記載）

（３）教団の印鑑証明書及び登記簿謄本

（４）建物案内図、平面図

（５）その他

Ⅳ　境内地、境内建物証明願の申請手続き

　所有権の移転登記（売買等）または保存登記（新築）を法務局（登記所）に申請する前に、当該物件が宗教法人法第３条による境内地境内建物であることの証明書の交付を所轄庁（都道府県）に申請します。登記を申請する際に、この証明書を添付することにより登録免許税は非課税になります。

　「境内地境内建物証明願」（また単に「証明願」という）の様式や添付書類は所轄庁によって多少相違します。所轄庁の宗教法人担当者に事前に説明し、指導を受けるようにしてください。

　各非法人教会の所有であるべき物件を、教団名義で所有することについては、あらかじめ所轄庁に説明して内諾を得ておくことは必要です。前述で述べた特別財産の原則を含んで説明にあたってください。

　「証明願」を提出する時期は、新築の場合は建物が完成して表示登記が完了したあと申請します。また売買による取得の場合は、所有権の移転登記を申請するときに間に合うように適当な時期に申請します。しかし、売買の場合は、権利の保全を優先して、登記を早急に行うのが通常ですから、代金支払いの時点で直ちに移転登記を終了しておくことが良策です。この場合は、「証明願」の申請は行わずに、登録免許税を負担することとして扱うことになります。

　「証明願」を提出するさいに注意しなければならないことは、土地だけの取得による申請の場合です。その土地の上に、教会堂等の宗教のように供する建物が建っている場合は問題ありませんが、更地のような土地だけでの申請は受理されません。土地の上に宗教の用に供する建物が建っていることを所轄庁が確認したときに土地の証明の対象になります。事情によっては確実に目的の建物の計画があって、基礎工事が完了しているなどの状態で、交渉により取り扱える場合もあります。

　「証明願」を提出する際に必要な添付書類は所轄庁によって多少相違しますが、東京都を例にすると次のものが必要です。

１、境内地の場合

（１）証明願（教団名義）

（２）教団責任役員会議事録写（教団が作成）

（３）教団規則写（教団が作成）

（４）教団の責任役員名簿（責任役員会開催時のもの、教団が作成）

（５）教団登記簿謄本及び印鑑証明書

（６）不動産売買契約書写（教団が証明）

（７）土地登記簿謄本（現所有者名義のもの、非法人教会が準備）

（８）土地公図写（非法人教会が準備）

（９）土地案内図（同上）

（10）建物建築関係書類及び図面（同上）

２、境内建物の場合

（１）証明願

（２）教団役員会議事録写

（３）教団規則写

（４）教団責任役員名簿

（５）教団登記簿謄本及び印鑑証明

（６）建物表示登記簿謄本（新築の場合）

（７）工事請負契約書写または売買契約書写（教団が原本証明）

（８）建築確認通知書写（非法人教会が準備）

（９）建物図面（案内図、配置図、平面図、立面図）（非法人教会が準備）

（10）建物内部、外部の写真（非法人教会が準備）

（11）土地登記簿謄本または貸借契約書写（非法人教会が準備）

３、所轄庁の現地調査

　所轄庁では、教団から「証明願」の提出があり、受理しますと、審査の後係官による現地調査が行われます。その際は、主任担任教師または教会役員が立ち会っていただきます。（教団担当者が立ち会う場合もあります）

　現地調査の方法は、申請した物件（土地建物）が宗教のように供する境内地、建物としての形態をなしているかどうか、提出されている図面と現物との照合を行います。教会員名簿、領収書、会計帳簿等を整備して置いてください。

４、証明書の交付

　所轄庁では、現地調査が終了しますと、証明書を交付します。この証明書は、所有権の保存登記または移転登記を法務局に申請する際に、添付して提出すると登録免許税は非課税となります。証明書の写しを法務局に提出し、原本は還付をうけて非法人教会が保管します。

Ⅴ　不動産登記について

　教団の特別財産として設定するためには、特別財産とする物件が教団の名義で所有権の登記がなされて成立します。登記の際に、通常発生する手続きについて、簡略に説明しておきます。

１、不動産の表示に関する登記

　不動産登記には、不動産の表示に対する登記と、不動産の権利に関する登記があります。土地、建物については、その所有者に不動産の表示登記の申請義務が法的に課せられています。表示登記は、不動産の事実状態を登記簿上に公示するものです。表示登記としては、建物を新築したりした場合にはじめて登記簿上の表題部に記載されます。建物を増改築したりした場合などには、表示の変更あるいは更正の登記を行います。特に新築したときは、その所有者は完成の日から１ヶ月以内に表示登記をしなければならないことが規定されています。

　表示登記によって登記簿上の表題部に記載される事項は、土地については所在地、地目、地積、原因等が記載され、建物については、所在地、家屋番号、種類、構造、床面積、原因等が記載されます。教会の施設であることを明示する意味で、土地の地目はできるだけ「境内地」として表示し、建物の種類は「教会堂」、「牧師館」または「教職舎」あるいは「集会所」とするようにします。

　所有権者は前述のとおり教団名義になります。

２、不動産の権利の登記

　民法第１７７条の「不動産に関する物件の得喪及び変更は登記法の定めるところに従いその登記を為すに非ざればこれを以て第三者に対抗することを得ず」の規定により、第三者対抗要件として、必ず所有権の登記は行います。登記の対抗力といって不動産の権利に関する登記の中心的効力です。

　権利の登記には、前述の所有権のほか、抵当権、地上権等々があります。以上のことから、教団の特別財産としては、所有権のときは必要条件とします。所有権の登記を行う前提として前述の表示登記をしなければなりません。所有権の登記は、登記上の「甲区」欄に、登記の目的、原因、権利者、受付年月日が記載されます。

３、仮登記について

　仮登記は、最終的に登記をなし得る手続き上の要件が備わっていない場合に、将来その要件が備わったときになされるべき本登記のために、あらかじめその順位を保全確保する目的をもってされる登記です。これは、予備登記に過ぎないといえます。従って、将来その仮登記に基づいて本登記がされたときに始めて順位の保全が確保されます。

　仮登記の場合の問題点としては本登記に必要な書類（権利書、委任状、３月以内の印鑑証明書）等の引渡しを拒むということが起こり得ることです。このような事情になりますと、仮登記上の権利は本登記ができず、第三者に対抗できません。

　相手方の信用度にも寄りますが、必要以外は、直ちに本登記を行うようにすべきです。

Ⅵ　宗教法人格取得に伴う特別財産の処置

１、非法人教会の宗教法人設立申請と特別財産返還申請

　非法人教会が、教団教規第８７条で規定する教会として教区総会議長の承認、教団総会議長の同意を得て設立したときは、その教会が基本財産である礼拝施設等の建物（または土地を含む）を所有していれば、（原則として取得してから１年経過していることが必要）宗教法人の申請をすることができます。宗教法人の設立手続きについては、教団発行の「宗教法人の諸手続き」を参考にしてください。

　宗教法人設立を申請しようとするときに、基本財産となる物件が教団の特別財産になっている場合は、その物件を宗教法人を設立する際に、教団から返還してもらう手続きを平行して行います。

　宗教法人設立しようとするときには、教団と協議し、所轄庁の了解を得て所定の手続きを始めます。まず、教会の設立総会を開催することになりますが、この総会において提案する議題の中に、法人設立関係のほかに、教団特別財産の返還に関して教団から無償で譲渡を受けることも行っておきます。

　教団から特別財産の返還を求める手続きを順を追って説明します。

（１）宗教法人設立総会において、次の議決を加えます。

「当教会が法人格を取得したときは、教団から下記土地、建物を無償で譲渡を受けること。及びそのために必要な申請人として、代表者○○○○に委任すること。（物件の表示を明記する。）」

（２）「特別財産譲渡契約申請書」（別紙例４）３部作成し、上記（１）の「宗教法人設立総会議事録写」を添付して、法人設立のための「宗教法人規則認証申請書」と一緒に教区へ提出します。

　教団では、法人設立の同意をすると、上記の処理により、特別財産の寄附証書（別紙例５）を作成して、法人設立の申請書の添付書類として追加し、教会に送付します。

（３）教会では、法人設立の所定の手続きを進めて、宗教法人の教会が設立したときに、改めて法人規則に基づいて、基本財産取得（特別財産返還のための責任役員会を開催して、議決を行います。

（４）教会は、「特別財産返還申請書」（別紙例６）を作成し、「責任役員会議事録写し」及び「教会総会議事録写し」ならびに土地、建物の登記簿謄本、図面等を添付して教区に（３部）提出します。

（５）「特別財産返還申請書」は教区の承認を経て、教団に提出され、教団で所定の手続きを終えて同意決定すると、直ちに承認の押印をして、教会に送付します。

２、特別財産の返還手続き

　教会は、教団から特別財産返還申請の承認書を受理したときは、当該物件を教会に移転するための手続きを進めていただきます。

（１）「証明願」を所轄庁に提出

　特別財産の移転登記の手続きを行う前に処理しておかなければならない手続きがあります。それは、登録免許税を非課税にするために所轄庁に「証明願」を提出して、前述の「Ⅳ境内地境内建物証明願いの申請手続き」の手続きによって証明書の交付を受けます。この申請の場合に通常必要な書類のうち、すでに基本財産の取得については、法人設立の申請の際、所轄庁で承認しているので、できるだけ添付書類は省略できるよう、所轄庁と交渉してください。

　「証明願」が受理され、証明書の交付がありましたら、直ちに所有権の移転登記の申請手続きを行います。

（２）所有権を教団から教会へ移転登記に必要な下記関係書類を教会に送付します。

1 寄附証書

　②　委任状（所有権移転登記委任。教会が事前に司法書士などに作成させて教団に送付しておく）

　③　教団登記簿謄本

　④　教団代表役員印鑑証明書

　　　（登記に必要な権利書は、原則として教会で保管することになっています。）

　教会は、上記書類を受理して、直ちに所有権の移転登記を法務局に申請します。前述の所轄庁の「証明書」を添付して申請すると、登録免許税は非課税になります。

３、特別財産の移転登記完了

　教会は、移転登記が完了したときは、その登記簿謄本３通をとって登記事項を確認した上、教団に１通提出してください。

特別財産登記申請書

日本基督教団

　総会議長　　　　　　　　　　　殿

日本基督教団　　　　　　教区

　総会議長　　　　　　　　　　　殿

所在地

教会名　　日本基督教団　　　　　　　伝道所

主任担任教師

信徒代表

　　　　　　　　　　　　　　　　　同

　　　　　　　　　　　　　　　　　同

下記により教団特別財産として登記をお願いします。

記

１、物件の表示

　　（土地）　所　　在

　　　　　　　地　　番

地　　目

地　　積

　　（建物）　所 在 地

家屋番号

　　　　　　　種　　類

　　　　　　　構　　造

　　　　　　　床 面 積

２、使途目的　　　　宣教のように供する。

３、条件

（１）当伝道所が宗教法人格を取得したときは、本物件は無償で譲渡を受けること。

（２）当伝道所は本物件を取得するために要する費用、税金等一散を負担し、取得に対する諸手続き一切の責任を負う事。

（３）当伝道所は、本物件に関わる管理・運営に関する一切の責任を負う事。

上記申請は適当と認め承認します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　教区総会議長　　　　　　　　　　　㊞

上記申請に関し同意します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　日本基督教団総会議長　　　　　　　　　　㊞

教　会　総　会　議　事　録　写

１、所 在 地

２、名　　称　　日本基督教団　　　　　　　伝道所

３、開催場所

４、開催日時　　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　時

５、議　　長

６、出席者数　　議員　　　　名中　　　　名出席

　　よって、教会規則第　　　条の規定により教会総会成立を宣した。

７、議　　題　（例）

（１）　議案第１号

　　　　境内地及び教会堂購入に関する件

1 議事経過

議長は、第１号議案について次の通り説明した。

　　　教会堂敷地及び教会堂のために新たに土地及びそこに建つ建物を購入したい。その計画概要は次のとおりである。

　○　購入する土地

　所　　在

地　　番

　地　　目

　地　　積

　購入する建物

　所 在 地

　種　　類

　構　　造

· 資金計画

　②　議　決

　　　出席者全員の賛成を得て、原案とおり可決承認した。

（２）　議案第２号

　　　　購入する土地及び新築する建物は、購入後特別財産として教団名義で所有権の登記をする件。

1 議事経過

議長は第２号議案についても次のとおり説明した。

　　　当伝道所は、現在法人格を持っていないため、「日本基督教団」名義で登記したい。このため教団に特別財産の申請を、主任担任教師　　　　　　に代表者としての権限を与えること。

　　　特別財産の条件として　①当伝道所が法人格を取得したときは、当該物権を教団から無償譲渡を受けること。　②当該物件を取得するために要する費用一切は、当伝道所の負担とする。

2 議決

出席者全員の賛成を得て原案のとおり可決承認した。

年　　月　　日

議長　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

書記　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

原本と相違ないことを証明します。

　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

日本基督教団　　　　　　　　　伝道所

代表者　　　　　　　　　　　　㊞

年　　　月　　　日

日本基督教団

　代表役員　　　　　　　　　　　　　殿

所在地

日本基督教団　　　　　　　伝道所

主任担任教師　　　　　　　　　　　　　㊞

信 徒 代 表 　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

寄　　附　　証　　書

　下記物件は、当伝道所が法人格を取得したときには、当伝道所が無償で譲渡を受けることを条件に貴教団に寄附します。

記

物件の表示

（土　地）

所　　在

地　　番

地　　目

地　　積

（建物）

所 在 地

家屋番号

種　　類

構　　造

床 面 積

特別財産譲渡契約申請書
年　　　月　　　日

日本基督教団

総会議長　　　　　　　　　　　殿

日本基督教団　　　　　　教区

　総会議長　　　　　　　　　　　殿

所　在　地

教　会　名　日本基督教団　　　　　　　　　　　教会

主任担任教師　　　　　　　　　　　　　　　㊞

信徒代表　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

このたび宗教法人設立の手続きをしたいので、教団規則第３９条の規定に基づき、下記物件の譲渡承諾書を作成くださるようお願いします。

記

物件の表示

（土地）

所在

地番

地目

地積

（建物）

所在地

家屋番号

種類

構造

床面積

上記申請を適当と認め承認します。

年　　　月　　　日

教区総会議長　　　　　　　　　　㊞

上記申請に関し同意します。

年　　　月　　　日

日本基督教団

総会議長　　　　　　　　　　　　　㊞

年　　　　月　　　　日

宗教法人「日本基督教団　　　　　　教会」

　　代表役員　　　　　　　　　　　殿

所在地　東京都新宿区西早稲田二丁目３番１８号

氏　名　日本基督教団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員　　　　　　　　　　　　㊞

寄　　附　　証　　書

宗教法人「日本基督教団　　　　　　　教会」が設立されたので、下記の物件を宣教の目的に使用することを条件に寄附します。

記

物件の表示

（土地）

所　　在

地　　番

地　　目

地　　積

（建物）

所 在 地

家屋番号

種　　類

構　　造

床 面 積

特別財産返還申請書

年　　　月　　　日

日本基督教団

　総会議長　　　　　　　　　　　　　殿

日本基督教団　　　　　　　教区

　総会議長　　　　　　　　　　　　　殿

所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「日本基督教団　　　　　　教会」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員　　　　　　　　　　　　　㊞

　当教会は、　　　年　　　月　　　日宗教法人格を取得しましたので、教団規則第３９条の規定により、特別財産の寄附の条件に従って、下記物件を返還くださるように申請します。

記

物件の表示

（土地）

所　　在

地　　番

地　　目

地　　積

（建物）

所 在 地

家屋番号

種　　類

構　　造

床 面 積

上記申請を適当と認め承認します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　教区総会議長　　　　　　　　　　　　㊞

上記申請に関し同意します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　日本基督教団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総会議長　　　　　　　　　　　　　㊞

